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新規事業開発プロセスにおける社外の著名企業の効果

＜査読付き研究ノート＞
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１．はじめに

1.1本稿の目的

本稿の目的は、本稿の目的は、キヤノンの３次元コンピュータグラフィックス（以下、３ＤCG）の新規事

業の事例を通じて、社内新規事業開発プロセスにおける社外の著名企業の効果（以下、著名

効果）を分析することである。つまり、著者の開発した著名効果のモデルを用いて、この新

規事業の開発プロセスにおいてどのような種類の著名効果が存在し、どのようにその新規事

業の成功に貢献したか、またどのように成功が阻害されたかを分析することである。

この事例を取り上げる理由は、この事例がコンピュータソフトウェア（以下、ソフトウ

ェア）分野の新規事業であること、また数少ない海外からの創発的な新規事業であること

である。つまり典型的な新規事業の事例、具体的には精密機械コンポーネントの中規模な

成功事例（伊藤(2005aX2005c)）や家庭用ゲーム機の大規模な成功事例（伊藤(2005b)）
とはやや異なる種類の新規事業であり、また小規模の新規事業であるからである。このこ

とはこれまで開発してきた著名効果のモデルの確からしさをさらに高め、モデルを拡張す

るうえで都合がよいとともに、これまでにないソフトウェアを対象とする新規事業の研究

や数少ない海外発の新規事業の研究に有効な知見を与えると考えられるからである。

また、本事例はＰＣ用３ＤＣＧの世界標準技術であるマイクロソフトの「DirectX」技術

2005年９月１４日提出､2005年１２月１９日再提出､2006年２月２日再々提出､2006年２月４日審査受理。
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の生の経緯でもあり、このような技術がどのようにして誕生し成長していったか、またそ

の過程で日本企業がどのような役割を果たしたかを考察する上で貴重な事例である。

本稿では著名効果の分析の客観性を高めるため、本稿では著名効果の分析を中心に事例

分析を行い、著名効果以外の要因、特にソフトウェア分野の新規事業の特質と著名効果と

の関係についても考察を行う。

本稿の事例については筆者の参加観察をもとに本事例を紹介した伊藤(1999)をもとに、

さらに本分析に必要な情報について２次資料や筆者の電子メールやメモ、事例に登場する

人物や業界関係者などへのインフォーマルなインタビュー結果などの１次資料を検証して

大幅に加筆修正した。よって､本事例は社内企業家の視点による記述･分析となっている。

なお、本稿では新規事業開発を、既存事業の流れのなかでは出てこない事業、すなわち

既存事業の延長上にはない新規事業を、社内資源を活用して創造する努力をさす（榊原・

大滝・沼上(1989)）ものと定義する。

ではなぜ、著名効果の問題を扱うことが重要なのであろうか。まずその理由は著者によ

る先行研究の成果にある。著者は伊藤(1999)において2つの新規事業プロセスを分析し、

著名企業との事業活動やその実績が新規事業のプロセスを促進しその成功に大きく貢献す

るのではないかと考察した。よって、著者はこれらの原始的な仮説を先行研究の成果に照

らし合わせて理論的なモデルを構築し、それらを実証することが重要であると考えた。

さらに、新規事業業務に携わる実務家と著者との対話から、実務家の間では著名企業と

の活動の重要性を認識しながらもその効果に漠然と疑問を持っていることがわかった。よ

って、実務家の視点からもこの著名効果を解明することが重要であると考えられる。

そこで、著者はこの問題を解明するため新規事業開発プロセスの先行研究のレビューを

行い（伊藤(2002a))、オープンかつダイナミック（プロセス）な新規事業開発の研究が空

白領域であることを見出し、さらに関連する著名効果やブランド効果の先行研究のレビュ

ーを行った（伊藤(2002b))。そしてこれらの成果に基づき著名効果に関する仮説群を構築

した（伊藤(2003))。そして、それらの仮説をキヤノンのレーザーロータリーエンコーダ

の新規事業の成功事例の分析を通じて例証し’（伊藤（2005a）（2005c))、これらの成果

をもとに著名効果のモデルを構築した（伊藤(2005a))。さらにこのモデルを用いて、ソニ

ーの家庭用ゲーム機の新規事業の大成功の事例を分析した（伊藤(2005b))。これらに続き

本稿ではこの著名効果のモデルを用いて、ソフトウェア分野の新規事業の事例を分析し、

ソフトウェア分野の新規事業における著名効果の特質を明らかにするものである。

1.2オープンな視点による新規事業開発の研究

ここでは著名効果の問題に関連するオープンな視点（社外との関係の視点）を含む新規

事業開発の主な先行研究のレビューを行う２。まず社外を社内と対比される外部環境一般

として扱っている研究がある。例えば、PetersonandBerger(1972)の外部環境の変化と

企業内企業家活動の活発さとの関連の研究､Kanter(1983)の組織変革をリードするミドル

１RemenyietaL(1998)によれば、単一実験と同じように、単一ケーススタディは、ある現象の存在を
確証することができる（邦訳ｐ73)、また十分に定式化された理論をテストする場合には、単一ケースス
タディで十分であり、単一ケースはその理論を確証したり、疑問を投げかけたり、拡張したりするのに用

いられる。（邦訳ｐ89）
２新事業開発に関する先行研究の詳細なレビューについては、伊藤(2002a)を参照されたい。
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マネジャーの部門内外での行動特性の分析、ＶａｎｄｅＶｅｎｅｔａｌ(1989)の新規事業開発プロ

セスでの社内外とのやり取りの分析である。

さらに具体的に社外の企業や人との活動やそれらの効果を扱った研究としては、VOn

Hippel(1988)のアイディアの源泉としての顧客の役割の指摘、LarBon(1992)によるアラ

イアンスパートナーシップ形成プロセスの企業家活動の視点からの分析がある。また、

Tiessen(1997)による国際経営における企業家活動機能の社外資源活用による手段として

のアライアンス、契約、関係構築、系列の分類、およびAbetti(1997)による海外子会社か

らの創発的な新規事業開発の親会社の主流事業への成長プロセスの分析があげられる。

ただし、VOnHippel(1988)は本稿の問題意識である新規事業開発のプロセスを取り上げ

てはいないし。また、TieBsen(1997)も同様にプロセスを扱っていないし、議論が仮説的な

範囲にとどまっている。そして、これらの先行研究は新規事業開発プロセスのオープンな視

点から議論できると思われる様々な問題に比べて、若干の問題について部分的に分析を行っ

たにすぎない。なお、イノベーションのプロセスの一部を社外で行うオープンイノベーショ

ンという概念での研究（Chesbrough(2003)）も行われ始めているが、本稿で行うような社

内の新規事業開発プロセスでのオープンな視点からの研究は未だ行われていない。

1.3著名効果に関する研究

ここでは本稿の鍵概念である著名効果に関する先行研究をレビューする。著名とは、簡

潔に言えば有名であること、つまり名前が知れ渡っていることである。組織間の著名効果

については従来主に社会学の分野で研究されてきた3．

高度な専門能力や業績を選択的に評価するという点で関連するいくつかの先行研究が

ある。例えば、若い学者の専門的職業人としての将来性は、名声のある研究者の支持を得

られたときに大きく高められる（Merton(1973”Goode(1978)）。また、Latour(1987）

によれば、科学者の科学的業績の専門的な評価はその科学者の加盟団体の名声度合いに影

響されている。何が重要な貢献であるかがまだ十分に合意しにくいような学際的または宋

確立な研究分野においては特に影響度が大きい。

著名効果と若い組織の存続や成長との関係に関する先行研究もある。著名な組織による

お墨付き効果の研究として、BaumandOliver(1991)(1992)は、医療・福祉サービス組織

に対してある種のサービス資格を発行する公的機関のお墨付きによる正統性の獲得は、そ

の若い組織の成長過程での廃業率を低減する効果があることを実証した｡また､Ｒａo(1994）

は、１９世紀末から２０世紀初頭の製品格付け機関が存在しない時代に、自動車産業で品質保

証やスピードのコンテストで勝利することが製品推薦機能として働き、結果として組織の

生き残り面に利益をもたらすことを指摘している。

一方、企業のステータスの高低と新しい市場でのその企業の行動範囲の制限との相反関

係に関する先行研究もある。Podolny(1993)は、この相反関係（つまり、自らが著名であ

ると、新しい市場で行動する上でその行動がおのずと制限されるということ）について、

投資銀行各社のステータスの度合いと、彼らがある市場での企業の証券引き受けを行う際

の価格付けした価格およびそのコストとの比率が逆比例していることを実証した。

著名効果の先行研究のうちイノベーションに関する先行研究もある｡Burt(1987)は著名

３本稿の問題意識である著名効果の先行研究のレビューは伊藤(2002b)を参照されたい。
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とイノベーションの普及との関係を指摘している。彼は著名な医者がある新薬を適用した

後に、医者たちのその新薬に関する認知が改善されていることを示した。

またいくつかの先行研究は著名企業との組織間効果がイノベーションの成功のために

重要であると指摘している。Stuart(1998)は、技術革新に関する戦略的提携において企業

は実績を持つ著名企業と提携を行いたがる傾向があることを示した。また、Podolnyand

Stuart(1995)はある種の技術イノベーションに関して著名企業がその研究開発に資源配

分することによって他の企業も同じ技術に資源配分する傾向があることを指摘している。

さらに、Stuart,Hoang,andHybels(1999)は、著名企業と独立ベンチャーとの戦略的提携

や株式保有を通じた事業活動と独立ベンチャーの成功との関係を実証している。しかし、

独立ベンチャーよりも複雑な要因から成る新規事業開発の場合は、容易に要因と成果の因

果関係を測定することはできない4。また、これらの先行研究は新規事業開発特有の問題

を議論しているわけではない。よって、新規事業開発プロセスにおいても著名企業との組

織間効果の解明を行うことが重要である。

以上の先行研究から著名効果は、①著名なことによる信頼'性や正統性、②著名な組織の

評価能力、および③著名な組織と若い組織との相反関係、の3点に要約される。

一方、著名なことと類似概念であるブランド5は「ある売り手あるいは売り手の集団の

製品およびサービスを識別し、競合他社の製品およびサービスと差別化することを意図し

た名称、サイン、シンボル、デザイン、あるいはその組み合わせ」（アメリカ・マーケティ

ング協会）であり、簡単に言えば製品の名前である。ブランドが有名になることによりそ

の効果を発揮する。このブランドの主な効果として石井(1999)は、①記号としての識別効

果、②経済効果を含む知名、理解効果、および③争点（選択ルール）選択効果、の3点を

あげている。また、Kener(1998)は、ブランドの効果として、①製品の検索コストを削減

することができる、②当該ブランドについて知っていることに基づき、消費者はブランド

について知らないことを仮定し、合理的な期待を形成することができる、③信頼とロイヤ

リティーを提供する、の3点をあげている。

著名効果とブランドによる効果を比べると、効果はほぼ同じであるが、ブランドが製品

の名前であることに由来する識別効果がブランド独自の効果であり、一方、著名な組織と

若い組織の相反関係はブランド研究が指摘していない著名効果である。

最後にブランドについて本稿の問題意識に近い企業ブランド（CorporateBrand）につ

いて多少言及する。企業ブランドが価値を加えていることについて、Saundersand

Guoqun(1997)は、英国の菓子、アイスクリーム市場における著名な企業名と製品ブラン

ドとのダブルプランドにおける企業名の顧客の購買行動に与える効果について分析し次の

結果を得た。すなわち、あるブランドに企業名を加えることはそのブランドへの顧客の認

知と好みを増やす。特に、最もプロモートされた企業名は最も価値を生みだす。

1.4ソフトウエア分野の新規事業の先行研究

我国におけるコンピュータソフトウエア産業に関する書籍や論文は、技術的なものか、

４新規事業開発が独立ベンチャーよりも複雑な要因として、新規事業プロジェクトを擁護し支援する社

内企業家やスポンサーの存在と行動という社内政治的な要因や新規事業プロジェクトの全社戦略のなか

での正当化といった全社戦略的な要因の存在などが挙げられる。

５ブランドに関する先行研究の詳細なレビューについては、伊藤(2002b)を参照されたい。
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またはマイクロソフトやシスコシステムズなどの個別企業の成功秘話などがほとんどで、

経営学として研究されたものはほとんどない。いわんやソフトウェア産業における新規事

業開発を対象とした研究は皆無である。このようななかでソフトウェア分野の新規事業に

関係する主な研究としてはCusumano(2004)がある｡彼はこのなかでソフトウエアビジネ

スの起業に向けての八つの成功必要条件を挙げている。この条件は、ベンチャーの起業の

条件であって企業内新規事業の成功条件ではないが参考になるであろう。これらの条件と

は、①強力な経営陣、②魅力的な市場、③顧客を引きつける新しい製品、サービス、ハイ

ブリッド・ソリューション、④顧客が関心をもっているという強力な証拠、⑤「信頼性ギ

ャップ｣を克服するための計画､⑥初期の成長と利益を生む可能性を示すビジネスモデル、

⑦戦略と提供する商品の柔軟性、⑧投資家に対する大きな見返りの可能性、である。

2.著名効果のモデル

本稿での著名効果の事例分析では､伊藤(2003)で構築した仮説群のうち主な仮説の効果

の存在を実際の新規事業の事例のなかに確認したことから得られた新規事業開発プロセス

における社外の著名企業による効果のモデル（以下、著名効果のモデル）６（伊藤

(2005a)(2005b)）を用いる。ここでは、この著名効果のモデルの説明を行う。

著名効果のモデルは図1と図2に示す2つのモデルから成る。図lに示すとおり、新規事業

開発プロセスにおける社外の著名企業による効果は、その効果の種類により、販売効果、

販売促進効果、学習効果、社内政治効果、および多重性効果に分類できる。

販売効果とは例えば新規事業において著名企業からの売り上げが著名でない企業から

の売り上げより大きいというような販売に関する効果である。販売促進効果とは例えば新

規事業における著名企業との事業実績により新規事業の製品の市場で販売促進が生じると

いうような販売促進に関する効果である。学習効果とは例えば新規事業において著名企業

からの学習が著名でない企業からの学習より大きいというような学習に関する効果である。

社内政治効果とは新規事業における著名企業との事業実績により社内政治（例えば、チャ

ンピオンの発生や行動、反対者の減少や行動、新規事業の戦略的承認の正当化など）が有

利に働くというような社内政治に関する効果である。また、多重効果とはこれらの著名効

果が多重に生じるという効果である。

また、著名効果が働く原理により広い意味での著名効果7を実体比例効果（その企業の

実体や実力に比例して生じる効果）と狭い意味での著名効果（その企業が著名であること

から生じる効果）に分類できる。一方、著名効果が与えられる場所を新規事業プロジェク

トの母体組織の社外と社内に分類できる。これらの組み合わせにより、図lのように整理

することができる。すなわち、縦軸に広義の著名効果の分類、そして横軸に著名効果のも

たらされる場所の分類により、それぞれの位置に販売効果８，販売促進効果、学習効果、

社内政治で存在する。

６この著名効果のモデルの詳細については、伊藤(2005a)を参照されたい。

７広い意味での著名効果とは、実務家などが著名企業による効果を考え、著名企業との提携を目指すな
どのマネジメントを行う際に想定される著名効果全般を意味するものである。

８厳密には、著名効果のモデルのこの位置には、販売効果のかわりに供給力効果が入ることもある。供
給力効果とは、著名な企業から新規事業に必要な部品等の供給を受けるときに、著名でない企業からより
も供給力が大きいという著名効果である。
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図１社外の著名企業の効果の種類と分類

広
穣
の
著
名
効
果
の
分
類

社外効果

効果の与えられる場所による分類

(出所）筆者作成。

さて、次にこの各著名効果間の関係やそれらと新規事業の成功との関係を考えると図２

のモデルで示される。ここでは新規事業開発の成功をプロジェクトが継続していることと

黒字化の2点と定義している。売り上げは著名企業による販売効果や販売促進、さらには

学習効果によるニーズの把握や製品改善により増加し､結果として新規事業が黒字化する。

一方、社内政治効果により新規事業プロジェクトの社内での立場が改善され、新規事業の

継続に貢献するのである。

図２社外の著名企業の効果と新規事業の成功との関係

唄界握畑助月

利益の生成'二よる
新規字化

条件

条件

社内政治 F瀞｡瀦爵

(出所）筆者作成。

以上のモデルを用いて各著名効果を明示的に分類することにより、事例中の異なる種類

の著名効果の発生や連鎖といった新規事業の成功に重要と思われる分析が可能になる。

3.事例

本節ではキヤノンの３ＤＣＧの新規事業の事例を記述する。この事例の調査はこの新規事

業の起源から事業が黒字化するまでの新規事業開発プロセスについて行った。調査方法はこ

の事例に直接参加した筆者の観察記録を中心にした参与観察である。よって、本事例は社内

企業家の視点での記述・分析となっている。なお、２次資料とともに著者の過去のメモや霞

JbumaloflnnovEPliDnM上lnagemenWb､３ －８６－ 
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子メール、当時の事例の関係者や業界関係者へのヒアリングメモ等を参照している9.

3.1技術の誕生

キヤノンの３ＤＣＧの新規事業とは、キヤノン100％出資の在英事業会社クライテリオン

ソフトウェア社（CriterionSoftwareLtd.、以下、クライテリオン）で行なわれたＰＣ用

3DＣＧソフトウエアの技術ライセンシング事業およびＰＣ用３Ｄゲーム事業である。

この新規事業の起源は、キヤノンが１９９０年頃から世界各地に設立した海外研究所の１

つである英国のキヤノンリサーチセンターヨーロツパ(以下､CRE)で行われた高速3DＣＧ

ソフトウエアの研究である’０゜このときの様子についてＣＲＥを１９８８年に設立しその初

代所長であった根岸魔和博士（当時５０歳前後）は、次のように語っている’1。「次に何を

やろうかとみんなで議論していたとき、研究員アダム・ビリヤード博士（当時２０歳代後

半）が、『3DＣＧ処理を今までより高速処理するソフトウエア的なアイディアを考え付い

たのだけど新テーマにどうか』と提案したのです｡」

当時リアルタイム３ＤＣＧは、とても高価で高性能なコンピュータを使用しないと実用レ

ベルの処理速度を得ることは出来なかった。だから、もしビリヤードの提案するソフトウ

エアだけで３ＤＣＧの高速処理表示が出来るならば、世界中に数多く存在する安価なＰＣで

リアルタイム３ＤＣＧをだれでも使用できることになるので、この研究アイディアは大きな

可能性を秘めていた。さっそくこの研究アイディアを検証するとこのアイディアが素晴ら

しいことがわかり、この研究は１９９１年初頭から正式承認され'頂調に研究が進んだ。

3.2事業化

当時キヤノンでは研究成果を現地で事業化することが研究開発原則の１つとして積極的

に進められていた。ビリヤードと仲間のＣＲＥの研究員デビツド・ラウキー博士（当時２０

歳代後半）たちは、どのようにこの技術を事業化するかを探索し、まずは事業化費用が少

なくて済むように、この技術を世界中のソフトウェア開発会社に「RenderWare」という
商品名で技術ライセンスを行なうことにした’２．

また、マーケティングディレクターとしてソフトウェアビジネスのマーケティング経験

のあるマイク・キング博士（当時３０歳代中頃）を外部から採用し、研究チームを含め８

名でクライテリオンは1993年９月に設立された｡ビリヤードはテクニカルディレクター、

ラウキーはマネジングディレクターとなった。

初期のＰＣ業界内へのマーケティング活動の結果、マイクロソフト社の共同創始者の１

人として著名なボール・アレンにその技術を高く評価され、最初の技術ラインセンス先と

して彼の所有する会社でありＰＣ用ソフトウエアツール製品の著名企業であるアシンメト

９本稿では著名について有名である状態と定義した上で、事例中や分析ではある程度相対的な視点でこ
の言葉を用いている。また、著名かどうかの判断は基本的にはその企業の属する業界にいる人々から見た
判断である。本稿ではＰＣ業界の１０名程度の人にヒアリングしその判断を行った。

１０この当時のキヤノンの研究開発体制、特にグローバルな研究開発体制についてはKozato(2000)を参
照されたい。

１１「RenderWare」技術誕生の経緯の詳細については、スーパーアスキー(1995)の根岸へのインタビュ
ー記事を参照されたい。なお、筆者はこのインタビューを企画し同席した。

１２具体的にはソフトウエアライブラリーとしてアプリケーションソフトウエアの高速３ＤＣＧ処理を行
うための部品として組み込めるように技術ライセンスの製品化を進めた。この製品「RenderWare」の技
術的詳細については、Ferraro(1996)を参照されたい。
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リツクスとの大口契約を翌２月に獲得した。そして、さらに製品改良およびマーケティン

グが推進された,3゜このｐＣ用ソフト製品で著名なアシンメトリックスへのライセンス実

績により、「RenderWare」の技術は業界内'4で高く評価された’５°

3.3筆者とクライテリオンとの出会い

日本のキヤノン本社のソフトウエア関連部門にも､1993年初頭にこのソフトウエア技術

のキヤノン内での有効利用や日本市場開拓への協力要請がＣＲＥの根岸より行われた。し

かし、この要請に社内で真剣に耳を傾ける人は少なかった。なぜなら、この技術が海外の

本社から遠く離れたところで開発されたことや当時キヤノン本社では３ＤＣＧ技術の必要

性をあまり感じていなかったためであった。

結局、当時パッケージソフトウエア事業を行なっていた部門で商品企画を担当していた

筆者（当時２０歳代後半、一般社員）１６が、その市場調査を他の業務の合間に行なうこと

になった。筆者は自らの複数分野での技術経験による勘から、「このソフトウェア技術こそ

世界中のだれもが使うようになる可能性をもっている」と直感した。

1994年２月の日本での「RenderWare」のプレス発表会の際、筆者はクライテリオンの

ディレクターたちと出会った。また、この時筆者の所属本部長であり取締役であった高橋

通（当時50歳代中頃）から激励された。

その後､筆者は社内の反対者に抗しつつ日本市場開拓の準備を進め、１９９４年後半に国内

販売を担当するキヤノン販売株式会社へ長期出張し、専任の市場開拓リーダーとなった。

筆者はキヤノン販売の若手営業員らとともに市場開拓を行ない、その半年後本社に戻り、

パソコン業界内でマーケティング活動を積極的に展開した’７。

この結果、２年間以上で日本ではソニー、NTT、富士通を始めとするインターネットや

CAD､ゲームの分野の有力企業約200社に技術ライセンシングを行なうことに成功した１８。

３４マイクロソフトとの競合

クライテリオンによるマーケティング活動は最初の半年は順調であったが、

「RenderWare」の技術を模倣するベンチャー企業レンダーモルフィックスが現れた１９゜

この企業はＣＲＥからスピンアウトしたエンジニアが仲間数名とともに設立したベンチャ

l3rRenderWare」のマーケティング戦略は、インターネット上でのプレスリリース配信、ＰＣ専門誌

での紹介記事､展示会でのデモンストレーションおよび大手ソフト会社や大手ハードウェア会社への直接

の営業活動をミックスしたものであった。

１４当時ＰＣ業界はＯＳメーカーのマイクロソフトとＭＰＵのインテルがそれぞれ独占的な地位により圧

倒的な力を持っていた。

１５「RenderWare」のその後の製品改良や市場実績の経緯については、日経エレクトロニクス(1995)、

アスキー(1995)、日経ＣＧ(1995)、日経ＣＧ(1996)、スーパーアスキー(1996)を参照されたい。

'６筆者は大学と大学院で材料工学を専攻（工学修士）した後、キヤノンに入社し、数年間ソフトウェア
開発エンジニアを経験し、この部門にて商品企画を担当していた。

１７日本市場でのマーケティング戦略も英国からのものとほぼ同様の手法をとったが、それ以外にＰＣ専

門雑誌のＣＤ－ＲＯＭに「RenderWare」の様々なデモソフトを入れてもらい業界での理解を促進させた。

また、見込み顧客に対して技術的なセミナーを行った。

１８この頃、インターネット上で３Ｄ商店街を開設することが流行っていた。また、ＤＯＯＭというＰＣ用

３Ｄゲームソフトが世界中で大ヒットし３Ｄゲームヘの関心が高まっていた。

1gこれ以外にも競合としてインテルがＰＣ用３ＤＯＧライブラリーを開発したが、「RenderWare」と比

較すると機能が少なく、また処理速度もはるかに遅かったため、「RenderWare」の競合にはならなかっ

たため、全く普及しなかった。
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_企業であり、その技術は「RenderWare」を模倣したものであった。キヤノンは

「RenderWare」に関するソフトウエアによる３ＤＣＧの高速化方法の特許を数多く出願し

ていた。そこでＣＲＥではこの企業を特許侵害で訴訟するべきだとの意見も出たが、現地

でのキヤノンの企業イメージを損なう可能性があるとしてキヤノンは訴訟を起さなかった。

1994年秋になると、ＰＣ用ＯＳで著名なマイクロソフトがマルチメディア技術を求め始

めた。なぜなら、マイクロソフトは自社のＰＣ用ＯＳ「Windows」に家庭用ゲーム機と同

様な３ＤＣＧ機能を付加しようと計画していたからであった。そこで、マイクロソフトは

ＰＣ用３ＤＣＧ技術ライセンス市場で首位であったクライテリオンと交渉した。しかし、マ

イクロソフトは技術ライセンスではなくクライテリオンを買収するか、その技術者たちを

獲得することに興味があったため、１９９４年１２月に両社の交渉は決裂し、マイクロソフト

は1995年２月レンダーモルフィックスを買収した。この時、マイクロソフトは自社のＯＳ

「Windows」用の３ＤＣＧソフトウエア技術として、レンダーモルフィックスの３ＤＣＧ技

術を世界中のソフトウェア開発会社に無償で配布すると発表した。この技術はその後

「Direct３Ｄ」と名づけられた。キヤノンは、既存事業であるパソコン事業やプリンター事

業への影響を考慮し、マイクロソフトに対しては何も行うことが出来なかった２０．この時

点で｢RenderWbLre｣のライセンス数は約350社（うち日本20社)であり、「RenderWare」

を用いた３Ｄアプリケーションソフトが１１本（うち日本1本）発売されていた。

3.5ゲーム事業の開始

クライテリオンはすぐにキヤノンの本社や欧州統括会社と相談し、「RenderWare」の事

業も継続するが、第２の事業としてクライテリオンの３ＤＣＧ技術の強みを活かして３Ｄゲ

ームの開発および販売を行なうことになった。ゲーム事業を選択した理由は、

「RenderWare」のライセンス活動で明らかになったいくつかの今後有望なアプリケーシ

ョン分野のなかで、クライテリオンのような小規模企業でも競争優位を保てる可能性があ

る分野だからであった。また、「RenderWare」の事業活動で、先端技術を用いて市場に投

入される最新のハードウェア製品に最適化したソフトウエアを開発するための業界内ネッ

トワークや開発ノウハウを蓄積していたため、ゲームソフトビジネスでも最新のハードウ

ェア製品に最適化するという独自のビジネスモデルで競争優位性を保てる見込みがあった

からである。

しかし、最初のゲームの完成までの期間は、マイクロソフトから技術者の引き抜きにあ

い、一部の優秀な中堅技術者を失うなど厳しい時期であった。

そして、１９９６年秋クライテリオンは最初のＰＣ用３Ｄゲーム「スコーチドプラネット」

をリリースしたが、ゲーム開発のノウハウがなくそのゲームは魅力に乏しく、店頭での販

売は振るわなかった。しかし、同時期に発売されたＰＣ用グラフィックスカードの著名企

業であるマトロツクス２１の最新のＰＣ用３Ｄカード製品に「スコーチドプラネット」を最

適化しこの製品に同梱する契約の獲得に成功し、マトロックスから多額の契約金収入を得

２０２００４年２月マイクロソフト日本法人はソフト市場での競争を妨げていたとして独占禁止法違反の疑

いで公正取引委員会による立ち入り検査を受けた。同社は、日本のパソコンメーカーに基本ソフト

Ｗｍｄｏｗｓの使用許可を与える際に、ソフトの内容に各メーカーの特許技術が取り込まれていても特許権
の侵害を問わない、技術使用料を要求しないなど、不当な拘束条件を出していた。

２１当時ＰＣ用３Ｄカードの開発・販売企業は１０社程度存在した。
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た２２。

3.6「RendenA/a｢e」の普及

一方、「RenderWare」の事業も、競合となったマイクロソフトの「Direct３Ｄ」の開発の

遅れにより、逆風ながらもＰＣ用ＭＰＵで著名なインテルや３ＤＣＧ分野で著名なシリコン

グラフィックスへライセンスすることが出来、両社のインターネット用３Ｄブラウザに

「RenderWbhre」が組み込まれた。そしてこれらや日本でのソニーなどへのライセンス実

績が評価され、１９９６年２月にはネツトスケープコミュニケーション（以下、ネツトスケ

ープ）への技術ライセンスに成功した。さらに、これらの著名企業での実績が評価され、

ライセンス実績を伸ばして行き、最終的には約1000社（うち日本は約200社）にライセ

ンスするに至った。ネットスケープへの技術ライセンスにより、ネットスケープのインタ

ーネットプラウザ「ネットスケープナビゲーター」に３Ｄ機能として「RenderWare」が

組み込まれた。当時「ネットスケープナビゲーター」は世界中のＰＣユーザーに使用され

ていたことから､｢RenderWare｣の技術が世界中の人々に使用されることになった。また、

その後数年を経てマイクロソフトは「RenderWare」にその起源や手法を持つ「Direct3D」

を継続的に改良していき、これに高速２，ソフトウェア技術などを加えて「DirectX」と呼

び世界中に普及させていった２３。

3.7日本での逆風

１９９５年２月のマイクロソフトによるレンダーモルフィックスの買収後、社内外での風

当たりが強くなっていった。筆者らはマイクロソフトの追い討ちから少しでも逃げるため

に、社内の事務手続きを簡略化して素早い活動を行い、業界に影響力の大きい著名企業に

ターゲットをしぼった戦略的なマーケティングを行った。その結果、ソニーやＮＴＴなど

著名企業を中心にライセンス実績を伸ばしていった。このソニーやＮＴＴへのライセンス

実績はインターネット用３Ｄブラウザ用途であり、インテルやシリコングラフィックスへ

のライセンス実績とともに、ネットスケープヘのライセンスの成功に貢献した。

しかし、数度の組織変更や信頼する上司の異動などを経て、その度ごとに活動について

理解者を求める日々であった２４。そして、マイクロソフトとの競合の影響により、身動き

が取れなくなっていった。例えば、それまで筆者の活動を理解し容認してくれていたこの

ときの上司の１人は、マイクロソフトと競合の状態になると、これ以上活動を行っても意

味がないという理由で態度を反転させ、筆者の所属組織での活動を中止するように筆者や

その上司に命令を出した。またキヤノン販売との営業チームも当初は好調な活動であった

が、マイクロソフトとの競合の動きに押されるように次第にその組織を縮小していった。

そのような中、筆者は起死回生を狙って１９９６年秋に大手家庭用ゲーム機会社との商談を

推進した。

２２最初から３Ｄカード製品への同梱を目指すビジネスモデルはクライテリオンが初めて行ったため、こ

のビジネスでは競合はほとんど存在しなかった。

２３この「DirectX」技術は、その後マイクロソフトがソニーや任天堂に対抗して新規参入した家庭用ゲ

ーム機の事業においても必須の中核技術となった。

２４筆者の所属組織の変化や異動の詳細については、紙面制約上省略する｡この詳細については伊藤
(1999)を参照されたい。
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3.8田中貞浩との出会い

このような状況のなか筆者は、１９９６年夏に田中貞浩（３０代前半、主任）と社内で出会

った。彼は当時のキヤノンのトップマネジャーの子息であり、先端的なマイクロプロセッ

サの研究を行なっていた。筆者は、この時期筆者にチャンピオン（擁護者）がいなかった

ので、彼と共同で活動することで社内環境を改善できるのではないかと考えた。

一方、田中も、先端的なマイクロプロセッサ技術とソフトウェア技術という互いの技術

の補完性、さらに「RenderWare」の社外の著名企業への多数のライセンス実績、により

筆者と意気投合していった。

3.9高橋との再会

１９９６年から１９９７年にかけてクライテリオンでは「スコーチドプラネット」に続くゲー

ム開発が進んでいたが、ノウハウ不足から試行錯誤の連続だった。また、１９９４年末に根岸

が帰国したことやキヤノンの方針変更もあり、クライテリオンの幹部たちはキヤノングル

ープの中で孤立した位置にいることに不安を強く感じていた。さらに、１９９７年度に単年度

黒字化しなければ会社を清算するとキヤノンの欧州統括会社の社長から言われていたため、

不安を募らせていた。

筆者はこの問題を解決したいと考えていたが、自力ではこれ以上どうすることも出来な

かった。１９９６年末、筆者は田中の仲介で、以前筆者を激励しすでに別の部門の本部長にな

っていた高橋に会い、今までの自分の活動とその著名企業との事業実績、さらにクライテ

リオンの抱える問題を報告した。すると、筆者がこれを解決するための環境を高橋が提供

してくれることになり、翌１９９７年早々、筆者は彼の統括する研究開発本部に異動した。

３１０戦略的正当化と黒字化

筆者は異動の後、１９９７年を通して高橋や田中らの支援のもと３Ｄに関する全社戦略策定

の名目でいくつかのプロジェクトに関わり、クライテリオンおよび田中の推進していた研

究テーマを全社戦略の１部として正当化していった。その結果、本社と相乗効果を生むよ

うなクライテリオンでの将来技術研究の開始、また田中の推進していたテーマの戦略承認

等数多くの目標をクライテリオンのメンバーたちとともに実現していった２５。特に、将来

技術研究においては、筆者は高橋や田中の支援のもとで「RenderWblre」の将来技術研究

の企画を立案し、キヤノンの社長御手洗富士夫にプレゼンテーションを行った。筆者はこ

の時これまでの著名企業へのライセンス実績を強くＰＲしたところ、社長はこのことを高

く評価して数億円規模の研究投資を承認した２６゜この研究の成果は、その後ソニーの高性

能な家庭用ゲーム機「PS2」用のゲームソフト開発ツールに利用され、クライテリオンの

経営に大きく貢献した。

また、ゲーム事業も「RenderWare」事業で獲得したパソコン業界での信頼とネットワ

２５これらの活動の概要については日経産業新聞(1997)を参照されたい。

２６具体的な状況を簡潔に記述すると次の通りである。筆者はこの企画書に、クライテリオンの紹介の部
分にこれまでの複数の著名な顧客との活動実績の関係図を描き､著名企業の箇所にそれらの企業ブランド
のロゴを目立つように配した。そして、プレゼンテーションの際にこの図を用いてこれまでの著名企業と

の活動実績を力強く説明した。すると社長は「そういう優秀な技術者たちはとても重要だ」とだけコメン
トした。そして筆者のプレゼンーシヨンが終わると、社長は同席していた高橋にこの研究投資の予算の部
門や費目を確認するような質問を２，３、行った後、承認した。
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－クを活かして軌道に乗り、インテルとの戦略的提携の獲得に成功した。これは、ＰＣ用

ＭＰＵ製品の独占的で著名企業であるインテルの３Ｄハードウエア機能付きの最新のチツ

プセツトに最適化するゲームをクライテリオンが開発することを条件に、インテルがこの

ゲーム開発費の多くを保証し、さらにインテルのこのチップセットの世界的な規模での販

売促進活動を通じて、インテルがこのゲームのＰＣ会社への営業に協力するという契約で

あった。この契約により、クライテリオンのキャッシュフローが改善されるとともに、キ

ングと筆者はこのインテルによる販売促進の協力を利用して、米国でゲートウエイ2000、

日本で富士通、欧州でパッカードベルというそれぞれのＰＣ市場の著名企業のＰＣ製品に

クライテリオンの最新の３Ｄゲーム「RedlmeRacer」を同梱する大口契約を獲得した。こ

れらの結果、１９９７年度末にクライテリオンの年間売り上げは６億円程度になり、若干の

利益が生じ、単年度黒字化を達成した。また、クライテリオンは１９９７年末時点で社員が

約５０人（パートタイム社員含み合計80人）になり、企業規模も成長した27。（この事例

の主な出来事を表１に示す｡）

表１キヤノンの3DＣＧの新規事業開発プロセスの主な出来事

(出所）筆者作成。

２７その後、クライテリオンはゲーム開発能力を蓄積していき人気ゲームソフトを開発できるようになっ

た。また、「RenderWare」はその機能や性能をさらに高度化させるとともに、各ゲーム機器で動作する

ようにして、ゲーム開発ツールとして実績を高めていった。例えば、２００６年１月現在では800社以上の

ゲーム開発会社にライセンス供給しており、インターネット検索ソフト「GoogleJで検索すると１万６
千件以上ヒットするほど著名になった。また、クライテリオンはその後順調に成長したが、2004年９月

にキヤノンはゲームソフト出版の最大手であるエレクトロニヅク・アーツにクライテリオンを売却した。

この時点でクライテリオンの社員数は１５０名を超えていた。

JbumaloflnnoMaIibnManagemenIIVO,３ －９２－ 

年月 主な出来事

１９８８年

1991年初頭

1992年

１９９３年

1993年９月

1994年初頭

１９９４年２月

1994年前半

１９９５年２月

1996年

1996年夏

1996年秋

1996年末

１９９７年

１９９７年末

キヤノンが英国に研究所を設立､根岸博士が所長となる。

研究員ビリヤード博士のアイディアを元に３ＤＣＧ研究開始

ラウキー博士ら｢RenderWare｣を製品化。

根岸博士ら新会社準備。日本では筆者が｢RenderWare｣の担当になる。

英国でマーケティング担当者を採用し､クライテイリオン社設立。

クライテリオン欧米市場にマーケティング｡並行して筆者が日本市場開拓。

日本の製品発表会で筆者がクライテリオン幹部や高橋取締役と出会う。

アシンメトリックスへ技術ライセンス契約。

クライテリオン欧米市場にマーケティング｡並行して筆者が日本市場開拓。
マイクロソフトがクライテリオンの競合会社を買収。

この時点でクライテリオンは約350社(国内20社)にライセンス。

クライテリオンがゲーム開発を開始。

｢RenderWare｣のライセンス実績伸び､ネットスケープやインテル等大手顧客獲得。

最終的にライセンス数は約１０００社(国内約200社)に達する。

筆者が田中氏と出会う。

クライテリオンが最初のゲームをリリース。

筆者が田中氏の仲介で高橋取締役と再会し､筆者が異動する。
クライテリオンが第二のゲームをリリースし、日米欧でゲーム事業が軌道に乗る。

クライテリオンのキヤノンの戦略への適合や新プロジェクトが承認される。

クライテリオン黒字達成する。
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4.事例の著名効果の分析

本節ではキヤノンの３ＤＣＧの新規事業について著名効果の視点から分析を行う。本事例

では３ＤＣＧのソフトウェア開発ツールである「RenderWare」の事業とこの技術を応用し

た３Ｄゲーム事業の２つが存在した。よって、これら２つの事業における著名企業の効果

について以下に分析する。

4.1「Rende｢Ware」事業における著名企業の効果

本事例の「RenderWare」事業では、著名企業との活動として主なライセンス先である

アシンメトリックス、ネットスケープを始め、インテル、ソニー、シリコングラフィック

スなどの著名企業からの正の著名効果とこの事業と競合関係になったマイクロソフトから

の負の著名効果が存在する。それぞれの著名企業による効果を著名効果のモデルで分類し

た著名効果の種類に分けて整理すると表２のようになる。以下、この説明を行う。

表２「RenderWare｣事業での著名企業の効果

￣￣-
---
￣￣￣ 
￣￣ﾛ■■■■■■ 
￣￣ﾛ■■■■■■ 
--

(出所）筆者作成。

まず、初期のマーケティング活動の結果、マイクロソフトの共同創始者の１人であるボ

ール・アレンに「RenderWare」が高く評価され、彼の創業したＰＣ用ソフトウェア会社

であるアシンメトリックスに最初のライセンス契約が決まった。この契約は数千万円規模

の大口契約であったので販売効果が得られたといえる。また、アシンメトリックスはＰＣ

業界でとても著名な会社であり、この会社へのライセンス契約獲得のプレス報道にはボー

ル・アレンの推薦文章も提示された結果、業界内で「RenderWare」の技術が高く評価さ

れ、問い合わせが多く来るようになった。これはアシンメトリックスヘのライセンス実績

による販売促進効果である。また、アシンメトリックスはクライテリオンの初めてのライ

センス先であり、アシンメトリックスが「RenderWare」を用いてソフトウェア製品を開

発する過程で技術ライセンスに関する多くのノウハウを得た。よって学習効果も得られて

いる。さらにアシンメトリックスへのライセンス交渉と並行してクライテリオンの設立承

認や設立準備が行われたが、キヤノン本社やキヤノン欧州統括会社などキヤノン内部でア

シンメトリックスとの好調なライセンス交渉がクライテリオンの設立承認やその準備活動

においてプラスの社内政治効果を生み出した。以上のようにアシンメトリックスからは販

売効果、販売促進効果、学習効果、社内政治効果という多重的な著名効果が得られた。

一方、マイクロソフトからは、マイクロソフトと競合関係になってしまったことから生

領ノパーション･マ写ﾋｼﾞﾒﾝﾉＬＡ1０．３－９３－ 

著名企業名(時代順） 販売効果 販売促進効果 学習効果 社内政治効果
アシンメトリックス ０ ０ ０ ○ 

マイクロソフト ＸＸ Ｘ× × ×× 

インテル △ ０ ○ 

ソニー △ ０ ○ 

シリコングラフィックス △ ０ ○ 

ネットスケープ △ ００ ○○ 
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じる負の著名効果が生まれた。まず、マイクロソフトが「RenderWare」と競合になるソ

フトウェアを無料で配布したため、「RenderWare」の販売は大きく減少した.すなわち、

負の販売効果が生じた。また、この競合製品の無償配布の発表を業界内の報道関係者たち

が大々的に報道し続けたので、「RenderWare」の販売促進に負の影響を与えた。さらに、

クライテリオンの優秀な技術者たちがマイクロソフトに引き抜かれたことから技術が流出

した。これは負の学習効果といってもよいだろう。さらに、マイクロソフトによる競合の

出現により、キヤノン社内で負の社内政治効果が生じている。例えば、好意的だった上司

の態度の反転など筆者の社内での活動が困難になっていったことやキヤノン販売での営業

活動の縮小などがこの負の社内政治効果の具体的な現象である。以上のように、マイクロ

ソフトという業界一著名な企業はこのような多重の負の著名効果を生み出している。

シリコングラフィックスによる著名効果は、次の通りである。この会社へのライセンス

契約はマイクロソフトとの競合の激しさから、数百万円規模の小規模な契約となり、販売

効果はあるが十分な大きさとはいえない。一方、シリコングラフィックスという３ＤＣＧ技

術で著名な企業に３ＤＣＧ技術をライセンスした実績は､業界内での大きな技術的信頼につ

ながり、販売促進効果を得た。しかし、特に何か新しく学習したことはなく学習効果はあ

まり得ていない｡一方､社内政治効果は販売促進効果と同様な理由で生じた。このように、

シリコングラフィックスからはある程度多重的な著名効果を得ていた。インテルやソニー

についてもおおよそシリコングラフィックスと同様の著名効果を得ている。

最後にネットスケープによる著名効果は、次の通りである。この会社へのライセンス契

約はマイクロソフトとの競合の激しさから、やはり数百万円規模の小規模な契約となり、

販売効果はあるが十分な大きさとはいえない。一方、ネットスケープというインターネッ

トプラウザでとても著名な企業に「RenderWare」をライセンスした実績は、業界内での

大きな評判になり、大きな販売促進効果を得た。そのため、マイクロソフトとの競合によ

る負の販売促進効果をある程度打ち消すことが出来た。しかし、特に何か新しく学習した

ことはなく学習効果はあまり得ていない。一方、社内政治効果は販売促進効果と同様な理

由で強く生じた。このように、ネットスケープからは強い販売促進効果と社内政治効果を

得た。よって、この著名効果はある程度多重的であった。

全体としては、アシンメトリックスで得られた正の著名効果が、その後マイクロソフト

による負の著名効果によりマイナスに傾き、シリコングラフィックス、ソニー、インテル

のよる正の著名効果で、ネットスケープヘのラインセンスに到達し、そのネットスケープ

による強い正の著名効果で、マイクロスソフトによる負の著名効果を打ち消すことが出来

たといえる。これにより、多くの企業からのライセンス注文を得ることが出来、またその

社内政治効果により、社内のチャンピオンの獲得やトップマネジメントからの継続研究予

算の承認を得ることが出来た。また、これらの著名企業への技術ライセンス実績により、

３Ｄゲームビジネスへの進出の承認を得られやすかったという社内政治効果も生まれた。

４２３，ゲームビジネスにおける著名企業の効果

本事例の３Ｄゲーム事業では、著名企業との活動としてマトロツクス、インテル、ゲー

トウエイ2000、富士通、パツカードベルなどの著名企業との活動が存在する。それぞれの

著名企業による効果を著名効果のモデルで分類した著名効果の種類に分けて整理すると表

3のようになる。以下、この説明を行う。
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巳:ｑｇｑＩ Ⅲ】千ＦＵ】翌

ＩＤＩ 

(出所）筆者作成。

まずグラフィックスカード製品で著名なマトロックスとは、「RenderWare」事業におい

てすでに協力関係にあった経緯もあり、クライテリオンのゲームソフトをマトロックスの

３Ｄカード製品に同梱する億円単位の大口契約を獲得し大きな販売効果を得た。また、マ

トロックスの最先端の３Ｄカード製品の技術的魅力を最大限に引き出した、クライテリオ

ンのゲームの開発技術が３Ｄチップや３Ｄカードの業界で高く評価され、その販売促進効

果により､インテルとのゲーム開発費用の供与と共同マーケティングの契約に結びついた。

また、マトロツクスとの共同開発過程から、最先端の３Ｄカード製品の技術的魅力を最大

限に引き出すゲームの開発ノウハウを学習した。そして、マトロツクスとの共同活動やそ

の契約実績は、キヤノン内部で好意的に受け入れられた。このように、マトロックスから

は、大きな販売効果と販売促進効果、学習効果、社内政治効果という多重的な著名効果を
得た。

マトロツクスでの実績と３ＤＣＧツール事業で構築したインテルとの関係のお陰で、イン

テルの最新の３Ｄ機能を含むチツプセツトに最適化したゲームの開発費用の負担とそのゲ

ームのＰＣ会社への共同マーケティングの契約をインテルから獲得した。このインテルに

よるクライテリオンへのゲーム開発費用の供与は億円単位であり、とても大きな販売効果

であった。また、インテルとの共同マーケティングにより、インテルのチップセットを自

社のＰＣの部品として用いた世界のＰＣ会社へ有利なマーケティングを行うことができた。

その結果、ゲートウエイ2000、富士通、パツカードベルという著名なＰＣ会社へゲームソ

フトのＰＣ製品への同梱という億円単位の大口契約を獲得することが出来た。これはイン

テルの販売促進効果がとても大きかったことを意味する｡インテルからはさらに最新の３Ｄ

機能を含むチップセットを活用する技術ノウハウの提供があり、学習効果があった。さら

にインテルというＰＣ業界でマイクロソフトと並ぶほど著名な企業とのこのような活動の

実績は、キヤノン内部においても高く評価され、社内活動がとても容易になるなど大きな

社内政治効果があった。

ゲートウエイ2000、富士通、パツカードベルからは、その億円単位の大口契約のため大

きな販売効果を得て、その販売実績とこれらの著名なＰＣ会社との活動の存在が社内で好

感を呼び、インテルとの活動実績で得た社内政治効果を継続させることができた。

4.3本事例の著名効果の重要な点

以上の本事例の分析結果から､著名効果について以下の４点が重要であると考えられる。

(1)著名企業の効果の多重性

すでに伊藤(2005a)(2005b)(2005c)でも指摘していることだが、本事例における著名企

イゾベーシュン･マ家ジメントＡｌＱ３－９５－ 

著名企業名(時代順） 販売効果 販売促進効果 学習効果 社内政治効果
マトロックス ００ ○ ０ ○ 

インテル Ｏ○ ○０ ０ ○○ 

ゲートウエイ2000 Ｏ○ ○ 

富士通 ○○ ○ 

バッカードベル ○○ ○ 

表３３，ゲーム事業での著名企業の効果
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業からの効果のほとんどは多重的な効果である。本事例では数多くの著名企業からの効果

が存在しているが、これらは少なくとも２つ以上の種類の著名効果を得ているし、いくつ

かは４つの種類すべての著名効果を得ていて単独の著名効果だけを得ているケースは１つ

もない。このように著名企業による効果は多重的であることにその特徴がある。そして、

一般に既存事業に比べて経営資源に乏しい新規事業プロジェクトにおいて、この著名企業

の効果の多重性こそ、新規事業の成功のための重要なメカニズムであると考えられる。

(2)著名企業の効果の連鎖反応

すでに伊藤(2005a)(2005c)でも多少指摘しているが､本事例において著名企業による効

果の連鎖反応が多く見られる。例えば、「RenderWare」事業では、シリコングラフィッ

クス、ソニー、インテルの販売促進効果により、ネットスケープへのライセンス獲得、さ

らにネットスケープでの実績による販売促進効果により、ほかの多くの企業の顧客獲得に

つながる、という一連の連鎖反応がある。また、このときのシリコングラフィックス、ソ

ニー、インテル、そしてネットスケープでの実績は、社内政治効果となって、クライテリ

オンのゲーム事業への進出のキヤノン内での承認につながっている。一方、そのゲーム事

業では、マトロックスでの大口契約獲得の評判による販売促進効果や先端的なハードウェ

ア技術の学習が、インテルとのゲーム開発資金や共同マーケティングの大口契約獲得につ

ながり、このことがさらに富士通、ゲートウエイ２０００およびパツカードベルとの大口契

約獲得に結びついた。また、これらの実績は社内政治にも貢献した。さらに、このゲーム

事業でのハードウェア会社との一連の大口契約獲得には「RenderWare」事業での著名効

果、例えばマトロックスとの協力関係やインテルとの関係構築が貢献している。これらで

わかるように本事例では著名企業による効果にいくつかの一連の連鎖反応が見られ、さら

にそれらが関係付けられている。このことは新規事業の成功に大きく貢献しているといえ

る。

(3)マイクロソフト社との競合による負の多重的な著名効果

本事例ではマイクロソフトとの競合による負の著名効果が生じている。伊藤(2005b)で

も著名企業との共同開発関係が破綻した際の負の社内政治効果が指摘されていたが、本事

例の場合、その負の著名効果は、販売効果、販売促進効果、学習効果、社内政治効果の４

つにわたって生じた多重的な負の著名効果である。この負の著名効果は新規事業プロジェ

クトにとって極めて危険な著名効果である。従来の研究では、このような著名企業が競合

になることによる多重的な負の効果は指摘されていなかった。その点で本事例でのこの発

見事実は重要である。

(4)著名企業の効果の成功への貢献
本事例での著名企業の効果の新規事業への貢献は次の点にある。まず、これまで述べて

きたように、「RenderWare」事業においては、著名企業の効果はクライテリオンのキヤ

ノンでの戦略的な正当化と黒字化の両方に貢献したといえるだろう。キヤノン内でのクラ

イテリオンの戦略的な正当化は、クライテリオンのゲームピジネスへの進出の承認にも貢

献した。また、この戦略的な正当化の結果、キヤノンから継続的な３ＤＣＧの研究開発投資

が行われ、このことはクライテリオンの３ＤＣＧライセンスビジネスだけでなく、３Ｄゲー

Jbuma/oflmovEMibnM上InagBmenfⅣ0.3 －９６－ 
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ムビジネスのための基盤技術の強化としても貢献した。そして、ゲーム事業において著名

企業の効果の正の連鎖反応により多くの大口契約の獲得に結びつき、クライテリオンの黒

字化に大きく貢献した。以上のように、著名企業の効果はマイクロソフトによる負の著名

効果を除いてクライテリオンの黒字化に大きく貢献したといえるだろう。

5.考察

本節では著名効果についてさらに深く分析するために、最初にソフトウェア分野の新規

事業における著名効果の特殊性について考察する。次で、著名効果以外の本事例の成功要

因について説明し、それらと著名効果との関係について考察する。

5.1ソフトウェア分野の新規事業における著名効果の特殊性

ここではソフトウェア分野の新規事業の著名効果の特殊性について、本事例において筆

者が見出した点を考察する。本事例における著名効果の特殊性は以下に説明するように販

売効果が得られにくいことである。

まずソフトウェアはハードウェアと異なりコストがかからず容易にコピー出来てしま

うために販売効果が得られにくくなる。なぜなら、ハードウェア部品のビジネスのように

ライセンス先の完成製品の生産数に比例して部品の売り上げが増加するのと異なり、ソフ

トウェアは生産コストが事実上かからないため、業界内で著名な顧客からの圧力によりラ

イセンス契約の総収入が大きくなりにくい傾向がある。また、本事例にあるネットスケー

プのように、無償配布するアプリケーションソフトウエアのためにライセンスする場合に

は、多くの収入を得ることが出来にくい。よって、販売効果が得られにくいのである。

このことは強い競合関係が存在する際の販売効果が得られにくいこととも関係する。ハ

ードウェア製品のビジネスでも競合が存在すると、製品価格を割り引く必要に迫られるこ

とがあるが、ソフトウェアの場合は生産原価がないため大幅な値引き要求に直面し、その

結果として販売効果が得られにくくなる。特に本事例のように、競合が業界の著名企業で

ある場合は競合製品を無償提供されてしまい、販売効果にとても強い悪影響を及ぼす。こ

れはソフトウェアビジネスの著名効果の特殊性といえるであろう。

さらに、本事例のようなソフトウェア開発ツールの新規事業の性質上、販売効果が得ら

れにくいことも挙げられる。なぜならば、ソフトウエア開発ツールの新規事業を行う際に

は、キャッシュフロー面や収入面での困難が伴うからである。

具体的に本事例のソフトウェア開発ツールの事業では、技術ライセンス先の企業にこの

技術を用いるソフトウェアの開発ノウハウを技術指導する必要があった。このことは技術

指導に多くのコストがかかることを意味する２８。また、ライセンス収入の多くはライセン

ス先企業がアプリケーションソフトウエア製品を開発し、販売して初めて得られる契約に

なっていた。そのため、ライセンス収入の回収が遅くなり、クライテリオンのキャッシュ

フローを厳しい状況にした。よって、ソフトウェア開発ツールの新規事業では販売効果が

得られにくく、一般に早期にキャッシュフローを好転させる必要のある新規事業では困難

２８本事例のようなソフトウエア部品の場合にはより多くの技術指導を要する。本事例では、例えばＰＣ
用ＣＡＤソフトウェアの開発企業が顧客の場合には、３Ｄのプログラミングの方法から技術指導しなくて
はならなかった。
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が伴う。

５２著名効果以外の新規事業の成功要因と著名効果との関係

ここでは本事例における著名効果以外の新規事業の成功要因を挙げて説明し、これらと

著名効果との関係について述べる。本事例における著名効果以外の成功要因として、①技

術の高さ、②複雑な国際経営環境を克服する企業家活動、③新規事業の継続性、の３つが

挙げられる。

まず技術の高さとは、クライテリオンの３ＤＣＧ技術のレベルの高さである。このことに

より、業界内で多くの企業から高い評価を得ることが出来、ビジネスでの継続的な競争優

位性を保つことが出来た。このことは３Ｄゲーム事業でも大きく貢献していた。

次に複雑な国際経営環境を克服する企業家活動とは、本事例が英国地域での創発的な新

規事業であることから生まれる問題、すなわちキヤノンの日本にある本社と欧州統括会社

の両方からマネジメントされる複雑な状況をどのように克服するカユの問題である。本事例

ではこの問題の克服のために本社の内部に詳しい筆者らが社内企業家活動を行っているこ

とに特徴がある。すなわち、クライテリオンに企業家が存在するだけでなく、本社側にも

筆者や田中、高橋などこの事業活動に対する擁護者が活躍したことがこの事例の成功に貢

献したといえる｡これは国際的な創発的新規事業の成功のための重要な要因と考えられる。

新規事業の継続性とは、マイクロソフトとの競合という大変な困難に直面しても、事業

活動を諦めずに、また第二の事業としてゲームビジネスに進出したことである。このよう

な粘り強い新規事業の継続'性こそ最終的に成功に結びついた重要な要因である。

さて、これら３つの成功要因は著名効果とどのような関係にあるのであろうか。筆者は

これらの成功要因と著名効果とは別々の要因ではなく互いに作用し合う関係にあり、どち

らか一方だけが重要なのではなく、それらの両方が上手にマネジメントされることにより、

新規事業の成功に大きく貢献すると考えている。例えば、技術のレベルと著名効果との関

係については次のように考えられるであろう。例えば、製品の技術が優れていたから、著

名な顧客にある程度売り込むことができた。しかし、その際には著名企業の効果の重要性

を十分意識したマーケティングマネジメントを行ったことにより、著名企業をより効果的

に顧客とすることが出来た。そして、そのことにより、各著名効果を得ることが出来た。

また、極端な例では、最初技術が弱かったので、コネのある著名企業に仮注文を出しても

らい、その著名効果により社内政治を有利に展開できた。そのおかげで技術を強化する予

算を獲得でき、その結果技術を強化できた。以上のように両者は相互に作用しあう存在で

あると考えられる。同様のことは他の２つの要因についても言える。以上から、重要なこ

とは著名効果の重要性を十分認識し、効果的に著名効果をマネジメントすることである。

6.結論

本稿では著者の開発した著名効果のモデルを用いて、キヤノンの３ＤＣＧの新規事業にお

いてどのような種類の著名効果が存在し、これらが新規事業の成功にどのように貢献した

かを分析した。この事業はソフトウェア分野の新規事業であり、また数少ない海外での創

発的新規事業であった。本稿では著名効果の分析を中心に、さらにソフトウェア分野の新

規事業における著名効果の特殊性(販売効果が得られにくいこと)､および新規事業の成功
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のための著名効果以外の要因と著名効果との関係について考察を行った。

その結果、新規事業の成功・失敗に大きく影響を与える著名効果の重要なメカニズムと

して、本事例において著名効果の多重性、著名効果の連鎖反応、そして著名企業との競合

による負の多重的な著名効果の存在が示された。著名効果の多重性や著名効果の連鎖反応

はすでに伊藤(2005a)(2005b)(2005c)でも多少指摘してきたことであるが､本事例ではさ

らに多くの著名企業のなかでの著名効果の多重性や著名効果の連鎖反応の存在が明らかに

なった。これらは、一般に既存事業と比較して資源に乏しい新規事業にとって、その成功

のための重要なメカニズムであると考えられる。また、伊藤(2005b)でも負の著名効果と

しての社内政治効果が指摘されていたが、本事例のマイクロソフトとの競合による負の著

名効果は多重的な負の著名効果であり、新規事業にとって極めて危険な著名効果の発見で

ある。

よって、本稿の成果から、新規事業プロジェクトのマネジメントの際には状況毎の著名

企業からの効果を著名効果のモデルに基づいて判断し、複数の著名企業からの多重的な効

果やその連鎖反応を上手くマネジメントし、最大の著名効果を獲得するようにするととも

に、著名企業との競合による負の多重的な著名効果を事前に回避するようにマネジメント

しなければならないことが提言される。

本稿の学術上の貢献として、これまで主に社会学の分野で行われてきた著名効果に関す

る研究を新規事業開発のマネジメントの分析にまで応用したことが挙げられる。また、逆

に新規事業開発の研究に著名効果という新しい概念を導入した結果、新規事業開発の研究

をより見通しやすいものにしたことが挙げられる。

今後の課題はこれまで行った複数の新規事業の事例分析の成果をもとにしてそれらの

事例を比較分析し、著名効果のモデルの有効性やその新規事業の種類による違いについて

今まで以上に著名効果についての議論を深く行うことである。
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